
 - 1 - 

令和 3年度修士論文発表要旨 

 

繰り返し予ひずみが鋼構造物脆性破壊リスク増加に与える影響の簡易評価法提案 

Proposal for simplified evaluation method for the effect of cyclic pre-strain on the increased risk 

of brittle fracture of steel structures 

 

東京大学大学院 工学系研究科 システム創成学専攻 学籍番号 37-206382 大家 直也 

指導教員 川畑友弥 教授 

Keywords: Pre-strain, Brittle fracture, Stress triaxiality, Dislocation, Weibull stress 

 

I. 研究背景・目的 

19 世紀末から進む鋼構造建築物の高層化によ

り，鉄鋼材料の脆性破壊の例も国内では 1990 年

代から報告されるようになった[1]．これ以降，建

築分野においても脆性破壊は大きな解決課題と

捉えられるようになった[2]．脆性破壊は，塑性変

形が付与されることで結晶粒界にパイルアップ

された転位を駆動力として発生すると考えられ

ている[3]．そのため，鉄鋼材料に対して地震など

によって塑性変形が付与されることは，破壊靭性

低下が起こり，脆性破壊リスクが増大することを

意味している． 

繰り返し予ひずみが鉄鋼材料の破壊靭性に与

える影響の研究は小菅らを中心にいくつかの例

[4,5,6]がある．しかし，小菅らの提案した予ひず

み付与による限界破壊応力の変動予測は複雑な

プロセスを必要とし実用性が十分でない．また，

予ひずみ付与による靭性低下に影響を与える要

因はまだ網羅的には検討されていないと考えら

れる．本研究では，実験から得られるマクロパラ

メータのみから評価を行える，予ひずみ付与によ

る材料損傷量の正確かつ簡易的な評価式の定式

化を行った．さらに，未検討の要因として式(1)で

表される応力多軸度が予ひずみ付与による材料

損傷に与える影響を考察することとした． 

まずは，材料損傷への多軸度影響の考察を直接

的な観察よって行う（Ⅱ）．次に，予ひずみを加

えていない鋼材に対して試験条件によらず脆性

破壊発生特性を統一的に評価可能な指標を検討

する（Ⅲ）．最後に，様々な予ひずみ履歴を経た

鋼材に対して破壊靭性低下を調査し（Ⅳ），予ひ

ずみ付与による材料損傷量の簡易評価式を定式

化した（Ⅴ）． 
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II. in-situ観察による材料損傷への多軸度影

響の考察 

SEM（Scanning Electron Microscope：走査型電子

顕微鏡）のチャンバー内で，Fig. 1に示す，異な

る多軸度履歴を持つ単軸試験片と十字形試験片

に対して引張試験を行った．引張負荷により材料

損傷が進行する様子を，各結晶粒の結晶方位測定

などに用いられる EBSD（Electron Back scattered 

Diffraction Pattern：後方散乱電子回折）法で Fig. 2

のように in-situ観察（in-situはラテン語で“その

場で”という意味）することで，材料損傷におけ

る多軸度影響を考察した．多軸引張試験を SEM

内で実施するのは前例のない試みである． 

 

 
Fig. 1 Stress triaxiality history (in-situ) 

 
Fig. 2 Multiaxial tensile test on SEM stage 
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SEM 内引張試験では両試験片について 5 回途

中止めしてその都度 in-situ観察を行った．途中止

めの度に，引張方向の公称ひずみを観察領域にお

ける試験片の変形量から計測した． 

観察領域の中からノイズの少ない，かつ平均結

晶方位がそれぞれ異なる結晶粒 3個を選定し，材

料損傷の評価を行った．転位が堆積し材料損傷が

進行する際には，結晶中の格子の乱れが増大し，

結晶中の方位差も増大すると考えられる．そこで，

材料損傷を表す指標として結晶粒内の方位のば

らつきを示す GOS（Grain Orientation Spread）を

EBSD法により取得し材料損傷を評価した． 

各結晶粒の GOS の増加の様子を Fig. 3 に示す．

同じ引張試験を再現した FEM（Finite Element 

Method：有限要素法）解析モデルから，観察領域

が途中止め時公称ひずみを取る際の相当塑性ひ

ずみを計測し，それをグラフの横軸とした．また，

各結晶粒の平均方位を標準ステレオ三角形で示

してある．Fig. 3より，同じ相当塑性ひずみレベ

ルでも，より高応力多軸度場である十字形試験片

への負荷の方が GOS が上昇しやすい，すなわち

転位運動の進展が早く，材料損傷が進行しやすい

と考えられた．Fig. 3の結果の理由の考察として，

塑性変形による結晶中のすべり面の移動を考え

たところ，高多軸度場の損傷発展のしやすさは，

特定のすべり面の移動が高多軸度場では大きい

ことによる転位堆積の急速さに起因する可能性

が考えられた． 

 

 
Fig. 3 Increment of GOS vs. plastic strain 

 

III.脆性破壊発生特性の評価指標検討 

 試験片サイズや切り欠き長さの異なる 8 種類

の試験片について三点曲げ試験を行った．試験結

果に対し，材料力学的な整理，古典的な破壊力学

による整理を行ったところ，サイズや切り欠き長

さに影響を受けて限界条件の評価に大きなばら

つきが出た（材料力学的な整理では限界値の最大

値は最小値の 1.5倍であった）． 

しかし，切り欠き先端周辺の局所的な応力場な

どをもとに脆性破壊発生を評価するローカルア

プローチではある程度の統一的な評価が可能で

あると考えられた．ローカルアプローチに基づい

て算出された応力の代表値がワイブル応力であ

り，この計算方法はいくつかのモデルが提案され

ている．本節では，式(3)に示す Beremin モデル

[8]，式(4)の Bordetモデル[9]，式(5)の Yoshizuモ

デル[10]を適用して評価を行った．試験片が実際

の実験で限界 CTOD に達した際のワイブル応力

である限界ワイブル応力を Fig. 4に示す．横軸は

試験片の板厚 B [mm]である．いずれのモデルに

おいても統一的な評価を行うことが出来た． 

 

 
Fig. 4 Comparison of critical Weibull stress 
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IV. 予ひずみ付与による靭性低下の定量化 

 

Ⅴの材料損傷の簡易評価の定式化に向け，予ひ

ずみ付与による破壊靭性低下を実験で検証した．

予ひずみ試験片は全長，板幅，切り欠き形状は共

通しているが，Fig. 5に示したように板厚方向の

形状について，薄板（thin），サイドグルーブを付

与した厚板（sidegroove）の 2 種類を用意し，予

ひずみ付与による靭性低下の応力多軸度影響の

比較を行った．Table 1 に示すような予ひずみパ

ターンを用意し，四点曲げ試験によって予ひずみ

を付与した． 

予ひずみを付与した試験片から破壊靭性試験

片を採取し，疲労き裂を導入した．-75℃下で三点

曲げによる破壊試験を実施し，式(6)の限界 CTOD

（Crack Tip Opening Displacement）を試験結果か
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ら取得し，破壊靭性値とした．各予ひずみパター

ンで，5本の破壊試験を行い，限界 CTODの代表

値にはMOTE[11]を用いた．破壊靭性試験結果を

Fig. 6 に示す．横軸は既存の材料損傷則である

Miner 則[12]を各予ひずみパターンに適用して得

られた材料損傷度である．予ひずみの付与ととも

に靭性は低下するが最終的に一定値に収束する

こと，高多軸度の sidegrooveの方が収束に向かう

ペースが早いこと（これはⅡの結果と整合），最

終予ひずみ方向について，予圧縮材の方が予引張

材よりも靭性低下が大きいこと（これは先行研究

[13]でも指摘）などが傾向として挙げられた． 

 

 

Fig. 5 Stress triaxiality histories (pre-straining) 

 

Table 1 Pre-strain patterns in this study 

Mark Sample Plastic strain (%) 

P1 

thin 

+1 > -1 

P2 -1 > +1 

P3 +1 > -1 > +2 > -2 > +3 > -3 

P4 -1 > +1 > -2 > +2 > -3 > +3 

P5 

side- 

groove 

+1 > -1 

P6 -1 > +1 

P7 +1 > -1 > +2 > -2 > +3 > -3 

P8 -1 > +1 > -2 > +2 > -3 > +3 

P9 As No pre-strain 

 

 
Fig. 6 Fracture toughness reduction 

V. 靭性低下の簡易評価の定式化 

簡易評価の定式化を行うにあたり，FEM解析

上で予ひずみパターンを拡張し，δcr,MOTEのデー

タを追加した．追加パターンには実験での限界

CTODのデータがないので，4章で有効と認め

られたワイブル応力を脆性破壊発生の統一的な

限界条件とし，逆算的に δcr,MOTEを求めた． 

しかしⅢで用いたワイブル応力モデルをⅣの

破壊試験結果に適用したところ予ひずみパター

ンによって限界ワイブル応力が大きくばらつい

た．最も良好な結果を示した Bordetモデルで

も，予圧縮材と予引張材の限界値の差は解消さ

れなかった．予ひずみパターンに依らない材料

固有の限界値を得る手法を確立するため，メゾ

スケール転位動力学に基づきワイブル応力の修

正を行った．予圧縮ひずみを加えた後，引張負

荷を加えた時の転位の運動を Fig. 7に示す． 

 

  
(a) Load reversal (b) Pile-up 

Fig. 7 Micro-mechanisms of dislocation 

 

 Fig. 7 (a)では圧縮の際にパイルアップした転

位が負荷反転により逆運動を開始し，パイルア

ップがむしろ解消されている．Fig. 7 (b)では逆

運動した転位が再びパイルアップを開始しマイ

クロクラック発生の原因となるが，パイルアッ

プは塑性変形に対して永続的に続くものではな

い．このメカニズムから，転位のパイルアップ

解消区間は材料損傷が進行しないこと，転位の

パイルアップ区間はよりマイクロクラック発生

が促進されることの 2点を新たに盛り込んだ式

(6)のような修正ワイブル応力を考案した． 
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転位のパイルアップにより発生する内部応力

をあらわすテンソルである背応力をパラメータ

として用いた．背応力考慮ワイブル応力をⅣの

破壊試験結果に適用した結果を Fig. 8に示す．

これは Beremin モデルや Bordetモデルを適用し

た場合よりも統一的な評価である．このことか

ら，予圧縮材が予引張材よりも破壊靭性低下が

大きい理由は今まで明確な説明メカニズムがな

かったが，予圧縮材の破壊試験での転位の急速



 4 

なパイルアップによるマイクロクラック発生確

率の高さと今回新たに考えられた．限界条件指

標に式(6)の修正ワイブル応力を用いることで，

追加予ひずみパターンにおける δcr,MOTEを FEM

解析上で求めた． 

 

 
Fig. 8 Critical Weibull stress (back stress model) 

 

 本研究で得られたこれまでの知見より，以下

の要素を組み込んだ，靭性低下を予測する簡易

評価式(7)を立式した． 

(1) 塑性ひずみが付与されるにつれて靭性は低

下するが最終的には一定値に収束する． 

(2) 同じ塑性変形量でも高多軸度場である方が

収束に向かうペースが早い． 

(3) 最終予ひずみ方向が予引張よりも予圧縮で

ある方が，破壊靭性低下が大きい． 

(4) 負荷反転時の降伏直後は転位堆積の解消区

間であり，材料損傷には寄与しない． 

 

δpre = δAs−δsat {1 − exp (−(aB + b)f(∆p))

− hcos(θ)} 
(7) 

 f(∆p) = ∑(|∆p,i| − ∆inv,i)

i
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 本研究では，実験から得られるマクロパラメ

ータのみから損傷評価を行うので，要素(1)の塑

性ひずみについては予ひずみ試験の塑性変形区

間のストローク量 Δpを，要素(2)の多軸度につい

ては予ひずみ試験片の板厚 Bで代用することと

した．ただし，要素(4)を反映するため，式(8)，

(9)で定義したように，塑性変形区間のストロー

ク量 Δpから転位の逆運動区間 Δinvを各予ひずみ

1/2サイクルから除いたものを，損傷評価におけ

る塑性変形量とした．簡易評価式による δcr,MOTE

の予測結果がⅣの試験データとⅤの追加データ

と整合するよう定数係数のフィッティングを行

った．定数係数のフィッティング結果とともに

δcr,MOTEの予測値と実測値の比較を Fig. 9に示

す．簡易評価式は実測値をほとんど正確に予測

できていることが確認され，簡易評価式の定式

化に成功した． 

 

 
Fig. 9 True data set and prediction equation 

 

VI.まとめ 

本研究では，in-situ 観察により材料損傷発展の

多軸度影響を比較するという前例のない実験に

成功した．また転位運動の考慮により予ひずみ材

の限界条件を統一的に評価する新たなワイブル

応力の定義に成功した．更に，様々な影響を網羅

し，実験から得られるマクロパラメータのみで構

成される，正確かつ簡易的な材料損傷評価を提案

するなど，多くの新たな知見を得た．これらの知

見は，地震などを多く経験する社会インフラ構造

物に対する実用性の高い損傷診断に大いに進歩

をもたらしたと考えられる．  
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